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１．はじめに

我が国の大都市では，1980年代以降，都市部の気温が郊

外よりも高温化する，いわゆるヒートアイランド現象が顕

著に観測されるようになってきた．たとえば，東京地域に

おける７～９月の30［℃］超延べ時間数（推計時間）は，最

近20年間で168［h］から357［h］へと約２倍に増大している1）．

ヒートアイランド現象は人工排熱の増加や地表面の改変，

地表面形状の複雑化などによって起こると考えられており，

その結果として冷房需要増や熱中症の増加などさまざまな

環境問題を引き起こすとされている．これに対し，政府が

2004年３月にヒートアイランド対策大綱を制定した2）のを始

めとして，各地でヒートアイランド現象を環境問題として

捉え，対策を講じようとする動きが活発になってきている．

一方で，ヒートアイランド対策を導入すると，気温の変

化や断熱構造の変化によって，空調需要を主としてエネル

ギー消費量が増減することが予想される．地球温暖化も重

要な環境問題であり，政府は省エネルギーを中心とした地

球温暖化対策推進大綱（新大綱）3）を制定している．そのた

め，ヒートアイランド対策を導入してもエネルギー消費が

増大しないようにすることが求められる．

地球温暖化を考慮する場合，エネルギー消費量は年間積

算値で評価する必要がある．しかしながら，これまでヒー

トアイランド対策の導入評価に関する研究は，夏季のみを

対象としており，気象モデルを含んだシミュレーションに

より対策の導入効果を通年で評価した例は見られない．

そこで，本稿では，各種ヒートアイランド対策を導入し

た場合の通年シミュレーションをおこない，熱環境とエネ

ルギー消費量の変化をヒートアイランド・地球温暖化の両

面から評価した．また対策導入に関する検討をおこなった．

２．ヒートアイランド対策導入評価モデル

ヒートアイランド対策の評価には，著者らが開発してき

たヒートアイランド対策導入評価モデル（CM-BEM）4）を改

良して用いた．CM-BEMは，街区キャノピー気象モデル

（CM）5）とビルエネルギー・排熱解析モデル（BEM）のサブ

事務所街区におけるヒートアイランド対策および省エネルギー
対策導入による年間気温・エネルギー消費変化の同時評価
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Abstract
This paper deals with the effects of the installation of various countermeasures for the urban heat island (UHI)

and energy-saving measures in the office area on UHI and global warming. UHI and energy consumption
simulation model was developed from 1-D canopy meteorological model combined with building energy use model,
and was expanded to evaluate year-round air temperature and energy consumption. The simulation results
showed that installation of the humidifying of building surface and the increasing albedo of building surface
reduced by more than 60 hours per year of period with the air temperature over 30 degrees Celsius in the
daytime. Both countermeasures reduced annual energy consumption despite the increase in energy consumption
in winter. In addition, they brought about some unfavorable consequences to pedestrians. Energy savings, on the
other hand, reduced only few hours per year of period with the air temperature over 30 degrees Celsius. It was
demonstrated that by expanding the calculation period from one season to year-round, this simulation model
became capable of evaluating the effectiveness of the countermeasures for UHI and global warming.
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モデルより成る．同モデルは，街区気象に対する建築物で

の空調エネルギー需要の応答と，その結果生じる外気への

排熱によるフィードバック過程を表現する．図１に概略図

を示す．

CMは，数百メートルスケールの気象の表現を目的に，

都市キャノピー層内を鉛直方向に解像したモデルである．

水平方向には１格子内に同一の大きさの直方体ビルが整形

配列し，鉛直方向には高度ごとにビルの存在密度が考慮さ

れる．各気象要素は鉛直方向への変化のみ陽に考慮される．

……（1）

………（2）

式中，右辺第１項は顕潜熱の鉛直乱流拡散を表す．他項

は街区構成物からの顕潜熱輸送を表し，QA＊：人工廃熱，

QV＊：建物換気に伴う交換熱，QW＊：建物側側壁面からの熱，

QR＊：屋上面からの熱である（＊は顕熱ならばs，潜熱なら

ば lである）．このほか，Cpρ［J/m3K］：空気の顕熱容量，θ

［K］：気温，Kh［m2/s］：顕熱の鉛直乱流拡散係数，lρ［J/m3

（kg/kg）］：空気の潜熱容量，qV［kg/kg］：比湿，Kq［m2/s］：

潜熱の鉛直乱流拡散係数，m［-］：キャノピーの有効体積率

（m＝｛1－b2/（m＋b）2Pw（z）｝）を指す．

放射環境は３次元的に扱われ，屋上・東西南北を考慮し

た各側壁・道路の各表面温度および顕熱輸送が計算される．

……（3）

………………………（4）

QW・QRいずれもキャノピー内の高度z～z＋dz間における

大気に与えられる単位空気体積あたりの熱量であり，HRは

屋上からの，HWは各方位側壁からの顕潜熱輸送を指す．

BEMは，建物を１つのボックスとして取り扱うことで室

内の熱収支計算をおこなう．窓面からの透過日射熱，壁体

からの貫流熱，換気に伴う侵入熱，OA機器などコンセント

電力や照明および人体などからの内部発熱を求めることに

よって，建築内への顕潜熱別熱負荷Hin・Ein［W］を計算する．

…（5）

………………（6）

（5）式の右辺各項は，第１項から順に壁体貫流熱，窓面透

過日射，換気，室内の機器・照明発熱，在室人員からの発

熱による各顕熱負荷を，（6）式の右辺各項は，換気，人体発

熱による各潜熱負荷を示す．iとjは，建物の屋上・側壁の

室内側表面と窓面上の各面要素を指し，Ai［m2］，Aj［m2］は

それらの面積を表す．式中，hi［W/m2K］：総合熱伝達率，

Twi［K］：室内側壁面温度，θr［K］：室温，θa［K］：外気温，

ηjSj［W/m2］：窓面透過日射量，β［-］：全熱交換器効率，

Va［（m3/s）/m2］：単位床面積あたり外気導入量，Af［m2］：

建物床面積，qE［W/m2］：機器・照明発熱，Pφp［人/m2］：

人員密度，qhs［W/人］：人体顕熱発熱，qhl［W/人］：人体

潜熱発熱，qVa［kg/kg］：外気比湿，qVr［kg/kg］：室内比湿

である．

室温Trと室内比湿qVrの計算は次式による．

…………（7）

………（8）

式中，QB［J/K］：建物の総熱容量，VB［m3］：空気の容積，

Hout［W］：空調熱源による除去顕熱量，Eout［W］：除去潜熱

量，ξp［-］：運転スケジュール（0-1），γ［-］：総空調面積率を

指す．θrset［K］・qVrset［kg/kg］は空調設定温度と比湿である．

室内の空調運転により，熱量を除去するための空調需要

（電力・ガス）EC［W］と，それに伴って外気に排出される

排熱QA［W］が発生する．冷房時の場合を次式に示す．

……………………（9）

………（10）

COP［-］は運転条件・外気条件を考慮した空調熱源の実

COPである．QAは熱源の種類に応じて顕熱QAsと潜熱QAlに

分けて算出され，CMでの外気の温湿度計算に反映される．

従来のCM-BEMは夏季平日を評価対象としたため，空調

熱源は冷房のみ，建築物内の機器・照明や在室などの内部

発熱および空調運転の各スケジュールは夏季平日のみの設

定となっていた．本稿では，気象条件に関する通年化6）を図１ CM-BEMの概略図
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おこない，街区条件に関しても冷暖房熱源および季節別曜

日別のスケジュールを扱えるようにCM-BEMを改良した．

著者らは実際の都市街区における気象観測7）もおこなっ

てきた．実測値とCM-BEMによる計算値との比較を通じ，

計算値が実測値を良好に再現することを確認している8）．

３．計算条件

ヒートアイランド対策を施さない場合を無対策ケースと

した．以下，初期条件および境界条件（大気，地中）およ

び街区条件（街区，建築物，自動車排熱）について説明する．

3.1 計算期間

2002年６月１日０時より2003年６月１日０時の１年間を

計算対象期間とした．ただし，CM-BEMは，降水に伴う諸

現象を正しく取り扱うことはできないので，降水中および

降水終了12時間後までの期間における計算結果は結果集計

の対象外とし，評価に含まないようにした．

3.2 初期条件および境界条件

（1）大気

初期の温位・比湿両勾配は実際の高層気象観測値に基づ

いた．上端の気温・比湿は，AMeDASにおける気温・比湿

の時間変化率を適用して，初期値を時間発展させた8）．上端

の風速は，AMeDASの風速に対数則を適用して算出した．

（2）地中

季節変化をほぼ無視できる地中９［m］9）を固定端とし，

地中９［m］の温度を与えた．なお，地中は地表～固定端を

鉛直方向に３［cm］ごとに分割し計算をおこなった．

3.3 計算対象街区の選定

東京都23区を４次メッシュ（３次メッシュを４分割した

メッシュ，大きさは約500［m］四方）に分割すると，2,457個

のメッシュ（街区）が作成される．３次メッシュとは，「統

計に用いる標準地域メッシュ及び標準地域メッシュコード」

（昭和48年行政管理庁告示第143号）に基づき，一定の経

線・緯線で網の目に分割された約１［km］四方の区画である．

2,457個のメッシュには，自然被覆と人工被覆，人工被覆

には事務所や商業施設，住宅などが含まれる．23区の事務

所街区における各種対策の一般的な導入効果を評価するた

めに，平均的な事務所街区を次の手法で選定した．

東京都GIS10）およびLANDSAT衛星データ解析結果11）よ

り，23区全メッシュの街区パラメータ（表１参照）を整備

した．整備したパラメータのうち「人工被覆面積率」に基

づいてクラスター分析をおこない，全メッシュを人工，自

然の２種類の被覆に分類した．次に，「土地建物用途」に基

づいてクラスター分析をおこない，人工被覆を住宅，混合，

事務所，工場の４種類の街区に分類した．最後に，分類さ

れた事務所街区（計108メッシュ）の中から幾何形状に関す

る４パラメータ「平均建物幅」「平均建物間距離」「平均建

物高度」「建物高度の標準偏差」が最も全街区平均値に近い

４次メッシュ番号5339-46301（千代田区九段北１丁目付近）

の街区を抽出し，計算対象街区に選定した（表２参照）．

3.4 街区条件

４次メッシュ番号5339-46301の計算条件を以下に示す．

（1）街区（幾何形状および地表面物性値）

街区の建物幅や高度，建物間距離は表２に示した．地表

面構成はLANDSAT衛星データより緑被率を，東京都GIS

より水面率を算出し，残りを人工被覆とした（表３参照）．

（2）建築物

標準的な事務所ビルとして「電中研モデルビル（新築・

中規模）」12）を参照し，建築物の構造・物性および空調・在

室スケジュールを決定した（壁体構造のみ「オフィス用標

準問題」13）を参照）．空調熱源の構成比および定格COPは亀

卦川らの推計14）に，排熱位置は国土交通省・環境省による

調査15）に基づいた．空調熱源の実COPは，定格COPに対し

て内外温度差や部分負荷率（熱源方式ごとに異なる）を考

慮した値となる．

機器・照明など内部発熱は，年間原単位は6日本ビルエ

表１ 整備した街区パラメータ

表２ 事務所街区の幾何形状

＊天 空 率：地表面から見上げた空の形態係数を表し，上空日射のうり，
街区地表面まで到達する日射量の比率を支配するパラメータ
である．

＊＊S/V比：街区建築物の外表面を容積で割った値であり，外気条件によ
る空調負荷の大きさを支配するパラメータである．

表３ 地表面の構成
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ネルギー総合管理技術協会の実態調査16），17）を，月別時刻

別配分率は7省エネルギーセンターの実態調査18），19）を参

考にした．

整備したパラメータを表４および表５に示す．

（3）自動車排熱

断面通過交通量が収録されたセンサスデータ20）を用いて

幹線の交通量を，自動車走行量21）と幹線の交通量より細街

路の交通量をそれぞれ求め，それらに熱量排出係数・車種

別時刻別配分率を乗じて，平日/休日別時刻別自動車排熱

量を算出した．国土交通省・環境省における手法15）を踏襲

し，エアコン使用時の燃費低下も考慮した．パラメータを

表４，５に示す．

４．ヒートアイランドおよび省エネルギー対策の評価

4.1 評価対策ケース

本稿では，平成16年に発表されたヒートアイランド対策

大綱2）を参考に，次の対策を評価対象とした．

代表的なヒートアイランド対策として，建築被覆表面の

湿潤化と高アルベド化が挙げられる．本稿では，外壁面の

湿潤化は光触媒コーティングを導入技術として対象部位ご

とに屋上（Case A1），側壁（A2），全面（A3，A1＋A2），外

壁面の高アルベド化は高反射塗料を導入技術として屋上（B1），

側壁（B2），全面（B3，B1＋B2）を検討した．ただし，冬季

における気温低下を防ぐため，夏季のみ光触媒コーティン

グされた壁面に散水して湿潤化させる設定とした．さらに，

人工排熱源を移動する対策である空調排熱の高所配置（C1），

系外排出（C2）も検討した．

省エネルギー対策としては，建築物対象として外壁の高

断熱化（D1），内部発熱機器の高効率化（E1），空調熱源の

高効率化（E2）を，自動車対象は総合的に自動車の省エネル

ギー（F1）として検討した．各省エネルギー対策の設定水準

＊潜熱輸送に対するコンダクタンス：水蒸気乱流輸送に対する抵抗をコンダクタンスで表現した指標．値が大きいほど蒸発しやすくなる．

表５ 評価対象とした対策の設定

表４ 建築物および自動車排熱の設定
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（表５参照）は現行のトップランナー規制の２倍程度とし

た3），22）．

総合対策としてA3＋D1＋E1＋E2＋F1を組み合わせた

ケース（総合対策（湿潤化）（AX））とB3＋D1＋E1＋E2＋F1

を組み合わせたケース（総合対策（高アルベド化）（BX））も

評価対象に加えた．

各対策のモデル上の設定値を表５に示す．光触媒コーテ

ィング導入時に必要となる揚水ポンプの動力や，ヒートポ

ンプの地中熱源化による効率向上や地中温度上昇は考慮し

ない．モデル上での各対策の効果は表５に示す項目がすべ

てである．

4.2 年間の気温変化・エネルギー消費増減の同時評価

無対策ケース（Case 0）および4.1節で挙げた各対策，計

15ケースについて計算条件を整備し，CM-BEMを用いてシ

ミュレーションをおこない，熱環境およびエネルギー消費

量に関して年間における変化を算出した．

そのうち，夏季の熱環境および年間エネルギー消費量に

関するグラフを示す（図２，３参照）．事務所街区は，昼間

人口の方が夜間人口より多く，昼間の熱環境が問題視され

るため，熱環境の指標として昼間30［℃］以上延べ時間数を

用いた．

なお，本稿で，気温・比湿とは地上1.5［m］の気温・比

湿を指す．また，エネルギー消費量とは電力とガスを合算

した２次エネルギー消費量（自動車を含まない）を指す．

すなわち，空調・コンセント電力・照明の合計エネルギー

消費量である．

（1）夏季の熱環境

無対策ケース（Case 0）では，昼間30［℃］以上延べ時間

数は554［h］と計算された．本稿冒頭で参照した環境省の報

告1）によると，近年の昼間30［℃］超延べ時間数は，400［h］

を付近に上下200［h］程度の幅があり，2003年が比較的暑か

ったこと，また街区内の気温はAMeDAS気温より高温であ

ること7）を考慮すると妥当な値であるといえる．

ヒートアイランド対策を導入した場合，昼間30［℃］以上

延べ時間数は，湿潤化（A3）では69［h］，高アルベド化（B3）

では60［h］，ヒートシンク（C2）では38［h］の削減がなされる

結果となった．街区内気温を冒頭で述べたヒートアイラン

ド現象が顕著となる以前の1980年の水準に戻すには約150

［h］程度の削減が必要であると考えられる．いずれの対策

も単独ではヒートアイランド現象の解決に結びつかないが，

一定の気温緩和効果を有することが示された．

一方，省エネルギー対策の導入は，高断熱化（D1）は１

［h］増，内部発熱機器の高効率化（E1）が２［h］減，空調熱源

の高効率化（E2）が４［h］減，自動車の省エネルギー（F1）が

14［h］減と計算され，自動車の省エネルギーを除き，それ

らの導入はほとんどヒートアイランド緩和に寄与しないこ

とがわかった．内部発熱を削減するような省エネルギー対

策のみではヒートアイランド緩和を実現するのは難しいと

いえる．

ヒートアイランド対策と省エネルギー対策とを組み合わ

せた総合対策では，総合対策（湿潤化）（AX）が82［h］減，総

合対策（高アルベド化）（BX）が73［h］減と10％超の昼間30

［℃］以上延べ時間数を削減できることが示された．総合対

策による気温低減効果は，どちらも多くを湿潤化や高アル

ベド化に負うが，ヒートアイランド対策単独での導入時に

比べ10［h］以上削減時間数が増大しており，各種省エネル

ギー対策も大々的に導入すると，ヒートアイランド対策に

よる気温低減を後押しできると考えられた．

図２ 昼間30［℃］以上延べ時間数 図３ 年間エネルギー消費量
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（2）年間エネルギー消費量

地球温暖化に影響する年間エネルギー消費量は，無対策

ケース（0）では，589［MJ/floor-m2/y］と計算された．その

内訳はコンセント電力＋照明が450，冷房が94，暖房が45

［MJ/floor-m2/y］である．既往の統計23）によると，事務所

ビルの床面積あたりエネルギー消費量は，動力ほか482，

冷房130，暖房101［MJ/floor-m2/y］（1985-2001年度，母集団

平均）である．地域の違い（東京と全国）および本稿が降

水時間を除いた集計であることを考慮すると，無対策ケー

スの設定は平均的な事務所街区を表現する計算条件である

と考えられた．

省エネルギー対策を導入した場合，高断熱化（D1）は8.1％

減，内部発熱機器の高効率化（E1）は15.6％減，空調熱源の

高効率化（E2）は11.6％減のエネルギー消費量（無対策ケー

ス比）と計算され，当然ながら各種対策は省エネルギーに

確実に寄与することが示された．

一方，ヒートアイランド対策導入によるエネルギー消費

の増減は，高アルベド化（B3）では0.1％増，夏季のみに気温

低下をもたらすように設定した湿潤化（A3）で2.8％減，ヒ

ートシンク（C2）も1.1％減となった．このことから平均的

な事務所街区においては高アルベド化による冷房需要減は

暖房需要増によって相殺されるが，エネルギー消費増まで

には至らないといえた．また，業務分野において現時点か

ら10％オーダーの省エネルギーが目標とされていること3）

から，湿潤化およびヒートシンクは，主要な省エネルギー

対策に比べると削減量は小さいものの，省エネルギー対策

としても位置づけられることが示された．

総合対策では，総合対策（湿潤化）（AX）は31.9％減，総合

対策（高アルベド化）（BX）は31.7％減とそれぞれ大幅にエ

ネルギー消費量が削減できることが示された．

（3）その他

上記より，湿潤化（A3）は省エネルギー対策としても位置

づけられるヒートアイランド対策と考えられたが，夏季の

気温を低下させる一方で，湿度を上昇させる．湿度の指標

として８月の平均比湿（湿潤空気中に含まれる水蒸気重量）

を用いると，湿潤化（A1，A2，A3）のみが比湿を上昇させ

た（図４参照）．比湿の上昇幅は0.518［g/kg］であり，湿度

の上昇は不快指数の上昇を招くため，歩行者の温熱環境に

悪影響をもたらす可能性があると考えられた．

また，高アルベド化のような通年にわたり気温を低減さ

せるヒートアイランド対策は，冬季においても気温を低減

させる．実際に，昼間５［℃］以下延べ時間数として定量化

した結果が図５である．冬日出現日数の代替指標とするた

めには閾値として０［℃］を用いるべきであるが，近年の東

京における冬日は年間で数日にとどまっているため，東京

の１月と２月の平年気温に相当する５［℃］を閾値に設定し

た．昼間５［℃］以下延べ時間数は，高アルベド化（B3）では

123［h］増となるだけではなく，省エネルギー対策である空

調熱源の高効率化（E2）では40［h］増，自動車の省エネルギ

ー（F1）でも30［h］増と寒さをもたらすことが示された．一

方，ヒートシンク（C2）は昼間５［℃］以下延べ時間数114［h］

減，高断熱化（D1）も86［h］減が見込まれ，これらの対策は

冬季においては大きく気温を上昇させると考えられた．

５．おわりに

都市キャノピー・ビルエネルギー連成モデル（CM-BEM）

の通年計算化をおこない，これまで夏季平日のみであった

数値シミュレーションを通年でおこなえるよう改良した．

図４ ８月の平均比湿 図５ 昼間５［℃］以下延べ時間数
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その結果，昼間30［℃］以上や５［℃］以下の延べ時間数や年

間エネルギー消費量が計算可能となり，ヒートアイランド

への影響と地球温暖化への影響とを同時に評価できるよう

になった．

改良したCM-BEMを用い，東京の事務所街区に対して各

種ヒートアイランド対策および省エネルギー対策を導入し

た場合の通年での温熱環境（気温および比湿）ならびにエ

ネルギー消費量を計算，対策がもたらす各種の導入効果を

解析した．

CM-BEMの計算結果より，主要なヒートアイランド対策

として挙げられる湿潤化や高アルベド化の導入は昼間30

［℃］以上延べ時間数を60［h］以上削減できることがわかっ

た．ヒートシンクによる気温低減効果も十分期待できるこ

とがわかった．年間エネルギー消費量の観点では，高アル

ベド化は平均的な事務所街区では冷房需要減と暖房需要増

がほぼ相殺するため悪影響はないと考えられた．また，湿

潤化やヒートシンクに関しては，それぞれ３％，１％程度

の削減が見込めた．

同様に，省エネルギー対策についても評価した．各種の

省エネルギー対策は現状のトップランナーの２倍程度の省

エネルギーを図ったとしても，気温には影響せず，主要な

ヒートアイランド対策としては位置づけられないことがわ

かった．

今後は，同じ事務所街区群の中での街区間での対策導入

効果のばらつきや住宅街区での導入効果について評価して

いくとともに，ヒートアイランド緩和および地球温暖化抑

制の双方につながる現実的な対策導入手法について検討を

進める．
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